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ガポール憲法制定会議」（Singapore Constitutional Conference ：1957年３
月11日～４月11日）においてである。この会議を経て、「Yang di-Pertuan 
Negara」制が、1958年11月21日の「シンガポール（憲法）枢密院令（1958








（20）　Report of the Singapore Constitutional Conference held in London in March and April 
1957, Singapore, Government Printing Ofﬁce, 1957, p.1.

















の首長に当たる「Yang di-Pertuan Negara」が創設され、「Yang di-Pertuan 
Negara」がシンガポールにおけるイギリス女王の代表とされた。
1958年８月１日、「シンガポール自治州法案」（The State of Singapore 
Bill）はイギリス国会を通過し、女王の裁可を受けた。この成立した「シ
ンガポール自治州法（1958年）」（the State of Singapore Act, 1958）には、
（22）　Ibid., p.2.
（23）　Singapore 1973, p.40.
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（28）　The Singapore （Constitution） order in Council, 1958, Singapore: Government 
Printing Ofﬁce, 1958.




































































閣」（cabinet）と改められた（The Singapore （Constitution） order in Council, 1958, 


























（35）　Alex Josey, Democracy in Singapore: the 1970 by-elections, Donald Moore for Asia 
Paciﬁc Press Pte Ltd, p.33.
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（Parliamentary practice）に反しない
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、という
（41）　Singapore Annual Report, 1963, p. 69.
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びシンガポール（州憲法）枢密院令（The Sabah, Sarawak and Singapore
《State Constitution》Order in Council, 1963）」が作成され、９月16日、
シンガポール政府官報で公布された。それの別表第三として添付されたの
















の）決定資格（Capacity as regards property, contracts and suits）、第二編
　立法部（The Legislature）、第三編　市民権（Citizenship）、第四編　
公務（The Public Service）、第五編　財政規定（Financial Provisions）、
第六編　一般規定（General Provisions）、第七編　臨時・経過規定
（Temporary and Transitional Provisions）、附則第一（First Schedule）：
宣誓の様式（Forms of Oaths）、附則第二（Second Schedule）：忠義・忠
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任決議に関する規定を置いていない
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（62）　松尾弘『シンガポールの経済開発』（評論社、昭和48年）、57頁。
（63）　松尾弘『前掲書』、70頁。










































国の主権の保護）法（The Constitution（Amendment）（Protection of the 










シンガポール共和国独立法（The Republic of Singapore Independence Act, 
1965）」が制定された。この「シンガポール共和国独立法」の制定には、
（68）　C・F・ストロング著・新田隆信訳『近代憲法論』（コロナ社、昭和39年）、167頁。



















ル憲法体系（the constitutional law of Singapore）の一部ではあるが、『シ
ンガポール憲法』（the Constitutional law of Singapore）には受容されてい
ない（73）」（『1966年の憲法委員会報告書』）と説明されている。ここには、
（70）　Parliamentary Debates, Singapore, Official Report, Part I of First Session, Vol. 24, 
1965, p.435.






























the Constitution of Singapore, 1966）」（75）が公布され、この憲法典の公布に
よって、1965年の「憲法（改正）法」と「1966年の（シンガポール憲法
を含む）諸法の修正命令」（1966年３月23日公布）が改正・修正を加えた
（74）　Republic of Singapore, Government Gazette, Acts Supplement, No.3, 1965（The 
Interpretation Act, 1965）, pp.124-126.
（75）　これは「シンガポール共和国憲法のリプリント」ではなく、「シンガポール憲法の
リプリント」として位置づけられている（Republic of Singapore, Government Gazette, 































を勘案し、当該規定を除外することとした（Parliamentary Debates Singapore, Ofﬁcial 
Report, Volume 24, 1965, pp.435-436.）。」このように、補償額の司法審査に途を開く第
13条規定を有効とすれば、土地収用・使用が難しくなるという問題が生じる。これが
難点とされ、シンガポールでの適用が停止された。
（77）　Republic of Singapore, Government Gazette, Reprint of the Constitution of the Republic 























































（80）　Republic of Singapore, Government Gazette, Subsidiary Legislation Supplment, No.23, 
1966, pp.127-134.
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ようというものではない










































内治安法（Internal Security Act, ISA）に基づく予防的拘禁の延長への同意
の留保権、宗教調和維持法に基づく治安規制に関する権限、汚職行為調査
局長の特定調査に対する同意権等に及ぶこと、また、大統領への諮問を行


















府・上級大臣」（Senior Minister, Prime Minister’s Office）として閣内に留
まり、依然として「ゴール・キーパー」的な役割を担うことになった。
（92）　Kevin Y.L.Tan, Constitutional Law in Singapore, Wolters Kluwer, 2011, p.56.






















リント」（Reprint of the Constitution of the Republic of Singapore 1992）上
の規定「第５章　政府　第１節　大統領」17条～22Ｏ条）として置かれ
た（以下の「憲法」の条項は、「1992年のシンガポール共和国憲法のリプ
（94）　参照：Chua Beng Huat, Singapore 1990: Celebrating the end of an Era, Southeast 
Asian Affairs 1991, pp.253-266.
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よる場合を除き










































































































































































































































































































「1994年のシンガポール共和国憲法（改正）法」（the Constitution of the 















「1996年のシンガポール共和国憲法（改正）法」（the Constitution of 




（110）Republic of Singapore Government Gazette, Acts Supplement 1994 （No. 17 of 1996）, 
Section 1～15.
（111）Ibid., Section 16.
（112）Kevin YL Tan & Thio Li-Ann, Constitutional Law in Malaysia and Singapore, 














4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
への文書による改正の指令をしなければ
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、当該法案は国会を通過したもの
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
とされない
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法案（旧５（２Ａ）条）―を除外すると規定した。新22Ｈ条
規定においては、憲法改正指令を通しての公選大統領の自由裁量権
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、それが公選大統領の自由裁量
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権を制限する法案である場合にも
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、それへの同意留保権は否定される














































4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
数による議決で大統領の決定を覆すことができる
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国会にではな
く、無党派の
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公選大統領に付与されているという点については、国家建設
4 4 4 4
における公選大統領の限定された権限とその役割の限界




















































（123）G.Sartori, Comparative Constitutional Engineering, 1944, p.132. 近藤敦『政権交代と
議院内閣制　比較憲法政策論』（法律文化社、1997年）、33頁。
79シンガポールの大統領公選制をめぐって（野畑）
選により、一定の任期で選ばれる。②大統領は首相と行政権を共有し、権
限の二重構造が存在する。③大統領は、議会から独立しているが、単独で
なく内閣を通じて統治する。④首相と内閣は、議会の信任に依存する限り
で、大統領から独立する。⑤大統領と内閣のそれぞれの自律可能性が存在
する限り、行政内部の権限を変動させることができる。これらである。シ
ンガポール公選大統領の場合、大統領は、「直接または公選により、一定
の任期で選ばれる」という①が妥当するのみである。
シンガポール公選大統領は、以下の諸点から、フランス第５共和制の公
選大統領とは異なる性格を有するものであるといわざるをえない。すなわ
ち、大統領と首相は、形式的に行政権を共有するが、それについて「権限
の二重構造が存在する」とまでいうことはできない。大統領が（議会の有
する大統領解任権に鑑みて）議会から独立しているとはいえず、単独であ
れ、内閣を通じてであれ、公選大統領が「統治する」とまでいうことはで
きない。首相と内閣が政党（政府与党）に依存する程度がきわめて高いシ
ンガポール議院内閣制の下で、首相と内閣は、公選大統領からはほとんど
独立する（別言すれば、公選大統領は「政党国家」的統治構造の埒外にあ
る）存在として位置づけられる。また、そのような議院内閣制の下での大
統領には、制度の現実において自律可能性が担保されず、シンガポール公
選大統領に行政内部の権限を変動させうる権限行使は期待できないという
のが実情である。
こうして、首相と内閣が政党に強度に依存する議院内閣制を基盤とする
シンガポール公選大統領の場合、従前の議会選挙制大統領と比較した場
合、いわゆる民主的正統性の点で優位するものとなったが、大統領に「統
治する」主体としての役割を期待するものとはなっていないと見ることが
できる。
また、公選大統領を国家元首とするシンガポール議院内閣制には、「ウ
エストミンスター型議院内閣制から」乖離している要素を見出すことがで
白鷗大学法科大学院紀要　第７号（2013年12月）80
きるが、シンガポール公選大統領を「フランスのドゴール型大統領への
移行と見ることができる」（124）とする点は首肯することができない。すなわ
ち、シンガポール大統領公選制は、「民選の大統領が、弾劾による場合を
除き議会に対して政治責任を負う首相以下の内閣をその下に組織して具体
的な行政権を行使するという制度であ」る「フランスのドゴール型大統領
制」（125）とは「似て非なるもの」であるということができる。シンガポール
の公選大統領は、名実ともに強大な権限を行使して、国家建設の主導的役
割を担う存在として構想されたものではない。この点は、大統領公選制成
立以降の制度改革（公選大統領の自由裁量権の縮小化）によって裏づけら
れている。シンガポールにおいて国家建設の主導的役割を担うのは、依然
として政党であり、その役割は政党を媒介として首相に収斂・収束してい
くことになる。
それならシンガポールにおいて大統領公選制の意義はどのような点に見
出せるのか。シンガポール大統領公選制の意義は、一般的にいえば、大統
領選出の手続が直接民主的で、選出に当たって候補者も有権者も党派的拘
束を受けないことから、それは民主的正統性を有する超党派的な国家元首
を確保し、そのような国家元首に調整権者的な役割を期待しうるという点
に見出すことができる、ということになる。多種族国家シンガポールに
あっては、その意義は、有権者、とりわけ種族対立の経験を持たない、種
族対立への危機意識が希薄な若手有権者に対し、シンガポールを象徴する
国家元首の直接選挙と党派を超えた国家元首（公選大統領）との繋がりを
通して、シンガポールという国家の建設への責任を喚起し、その責任を実
感させるという点に見出すことができる、ということになろう。
（本学法科大学院教授）
（124）安田信之『前掲書』、201頁。
（125）『前掲書』、125頁。
